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健康保険法施行令等の一部を改正する政令及び健康保険法施行規則等の一部

を改正する省令等の施行について

（ 。 「 」 。）健康保険法等の一部を改正する法律 平成１８年法律第８３号 以下 改正法 という

については平成１８年６月２１日に また 健康保険法施行令等の一部を改正する政令 平、 、 （

成２０年政令第１１６号。以下「改正令」という 、健康保険法施行規則等の一部を改正。）

する省令（平成２０年厚生労働省令第７７号。以下「改正省令」という ）及び関係告示。

については平成２０年４月１日から施行することとされたところであるが、これらの改正

の趣旨及び主な内容については 健康保険法等の一部を改正する法律の施行について 平、「 」（

成１８年６月２１日保発第0621001号）によるほか、下記のとおりであるので、その旨御

了知の上、貴都道府県内の市町村及び国民健康保険組合への周知方について御配慮願いた

い。

記

第一 改正の趣旨

本改正令は、改正法の一部の施行に伴い、健康保険法（大正１１年法律第７０号）等

の関係法律の規定の委任を受けて、健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）等

の関係政令について、高額療養費の算定基準額の見直し、高額介護合算療養費の支給要



件及び支給額並びに介護合算算定基準額を定めること並びに後期高齢者医療制度の創設

に伴う規定の整備（老人保健拠出金の廃止に伴う規定の整備等）等の改正を行うほか、

施行に必要な各種の経過措置を設けるものであること。

また、本改正省令及び関係告示は、改正法の一部及び改正令の施行に伴い、関係法律

及び関係政省令の規定の委任を受けて、健康保険法施行規則（大正１５年内務省令第３

６号）等の関係省令及び関係告示について、高額介護合算療養費の支給に関する手続に

関して必要な事項を定めること及び後期高齢者医療制度の創設に伴い必要な規定の整備

（後期高齢者医療広域連合の障害認定の届出に関する規定の整備等）等の改正を行うほ

か、高額介護合算療養費の支給基準額を定める等の告示を制定するものであること。

第二 改正の主な内容

Ⅰ 健康保険関係

第１ 健康保険法施行令の一部改正（改正令第１条並びに附則第１９条及び第２８条

から第３３条まで関係）

一 健康保険組合の準備金に関する事項（健康保険法施行令第２０条、附則第３条

及び第４条並びに改正令附則第１９条関係）

、 、改正法の一部の施行により 老人保健拠出金及び退職者給付拠出金が廃止され

新たに高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「高齢

者医療確保法」という ）の規定による前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援。

、 、金等が創設されることに伴い 準備金の額の算定に際して勘案すべき費用の額に

これらの納付に要した費用の額を含める等の規定の整備を行ったこと。

なお、老人保健拠出金及び退職者給付拠出金についてはそれぞれ改正法附則第

３８条等及び国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）附則第１０条第２項

の規定により、高齢者医療確保法附則第７条第１項に規定する病床転換支援金等

については同条第２項の規定により、それぞれ保険者は経過的に納付義務を負う

ことに伴い、所要の経過措置を設けたこと。

二 高齢受給者に係る一部負担金等の割合の判定に関する事項（健康保険法施行令

第３４条第２項及び第３９条並びに改正令附則第２８条、第２９条及び第３１条

関係）

改正法の一部の施行により、新たに後期高齢者医療制度が創設されることに伴

い、改正法第７条による改正前の老人保健法（昭和５７年法律第８０号）の規定

による医療を受けることができる者である被保険者及び被扶養者は健康保険の加

入者ではなくなることから、これらの者に係る文言を削除したこと。

なお、健康保険法施行令第３４条第２項の改正に伴い、これらの者と同一の世

帯に属する被保険者及びその被扶養者に係る一部負担金の負担割合又は家族療養

費等の給付の割合の判定の結果に影響が生じないように、平成２０年４月から８

月までの間については、同項の改正に伴う再判定は不要とする等の経過措置を、

また、同年９月から平成２２年８月までの間については、同項の規定の適用によ



り一部負担金の負担割合が２割から３割となる被保険者が受けた療養に係る高額

療養費について、一般所得者に係る算定基準額（健康保険法施行令第４２条第２

項第１号に定める額をいい、平成２０年４月から平成２１年３月までの間につい

ては、改正令第１条による改正前の健康保険法施行令第４２条第２項第１号に定

める額とする ）により取り扱うこととする経過措置をそれぞれ設けたこと。。

三 高齢受給者に係る高額療養費の算定基準額に関する事項（平成２０年度の臨時

の特例措置を含む （健康保険法施行令第４２条及び第４３条並びに改正令附則。）

第３０条及び第３２条関係）

改正法の一部の施行により、７０歳以上の被保険者及び被扶養者（現役並み所

得者（健康保険法施行令第４２条第２項第２号に掲げる者をいう。以下同じ ）。

を除く。以下「高齢受給者」という ）が受けた療養に係る一部負担金等（健康。

保険法第７４条第１項に規定する一部負担金及びこれに相当するものをいう。以

下同じ ）の負担割合が１割から２割に見直されることに伴い、高齢受給者のう。

ち一般所得者に係る高額療養費の算定基準額を次のとおり見直すとともに、低所

得者（健康保険法施行令第４２条第２項第３号又は第４号に掲げる者をいう。以

下同じ ）に係る算定基準額については据え置くこととしたこと。。

① 入院療養：44,400円 → 62,100円（多数回該当：44,400円）

② 外来療養 ：12,000円 → 24,600円（注）

（注）入院療養以外の療養であって、一の保険医療機関等による総合的かつ計画的な医学

管理の下における療養として厚生労働大臣が定めるもの（第３の五を参照のこと ）。

を含む。

、 、なお 施行日前に高齢受給者が受けた療養に係る高額療養費の支給については

なお従前の例によることとされたとともに、平成２０年４月から平成２１年３月

までの間に高齢受給者が受けた療養に係る高額療養費の支給については 「７０、

歳代前半の被保険者等に係る一部負担金等の軽減特例措置の取扱いについて 平」（

成２０年２月２１日保発第0221003号）別紙の「７０歳代前半の被保険者等に係

る一部負担金等の軽減特例措置実施要綱」に基づき、平成２０年度の臨時の特例

措置として、国が高齢受給者が受けた療養に係る一部負担金等の一部に相当する

額を高齢受給者に代わって保険医療機関等に支払うこととされたことを踏まえ、

当該高齢受給者の所得区分に応じ、それぞれ次のとおりとする経過措置を設けた

こと（日雇特例被保険者又はその被扶養者であるときについても同様 。。）

１ 一般所得者

① 入院療養：44,400円

② 入院療養以外の療養であって、一の保険医療機関等による総合的かつ計画

的な医学管理の下における療養として厚生労働大臣が定めるもの：12,000円

③ 外来療養（②の療養を除く ：12,000円。ただし、保険医療機関等の窓口。）

での一部負担金等の支払については、医療費の１割の額を限度とし、当該額

を超える部分については、現行の①及び②の療養に係る取扱いと同様に、保



（ ）。険者から当該保険医療機関等に支払うこととする 高額療養費の現物給付

２ 低所得者

① 入院療養：低所得者Ⅱ（健康保険法施行令第４２条第２項第３号に該当す

る者をいう ）の場合にあっては24,600円、低所得者Ⅰ（同項第４号に該当。

する者をいう ）の場合にあっては15,000円。

② 入院療養以外の療養であって、一の保険医療機関等による総合的かつ計画

的な医学管理の下における療養として厚生労働大臣が定めるもの：8,000円

③ 外来療養（②の療養を除く ：8,000円。ただし、保険医療機関等の窓口。）

での一部負担金等の支払については、医療費の１割の額を限度とし、当該額

を超える部分については、現行の①及び②の療養に係る取扱いと同様に、保

（ ）。険者から当該保険医療機関等に支払うこととする 高額療養費の現物給付

四 高額介護合算療養費に関する事項（健康保険法施行令第４３条の２から第４４

条まで及び改正令附則第３３条関係）

改正法の一部の施行により、新たに高額介護合算療養費制度が創設されること

に伴い、高額介護合算療養費の支給要件及び支給額並びに介護合算算定基準額等

について、次のとおり定めることとしたこと。なお、具体的な事務取扱いについ

ては、追って通知すること。

１ 高額介護合算療養費の支給要件及び支給額（健康保険法施行令第４３条の２

関係）

(1)計算期間（前年８月１日から７月３１日までの１年間（施行当初の計算期

間は、平成２０年４月１日から平成２１年７月３１日までの１６箇月間。な

、 。） 。 。） （ 「 」 。お ５を参照のこと をいう 以下同じ の末日 以下 基準日 という

なお、３を参照のこと ）において健康保険の被保険者である者（以下Ⅰに。

おいて「基準日被保険者」という ）に係る高額介護合算療養費は、計算期。

間に受けた療養等（医療保険各法若しくは高齢者医療確保法の規定による療

養（食事療養及び生活療養を除く。以下この項及び第２の三並びにⅤの第１

の一において同じ ）又は介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定に。

よる居宅サービス等若しくは介護予防サービス等をいう。以下同じ ）に係。

る一部負担金等の額又は利用者負担の額（同法第５１条第１項に規定する介

護サービス利用者負担額及び第６１条第１項に規定する介護予防サービス利

用者負担額をいう。以下同じ ）に係る次のア～オの額を合算した額（以下。

「介護合算一部負担金等世帯合算額」という ）が２の介護合算算定基準額。

に支給基準額（５００円。第３の一参照のこと ）を加えた額を上回る場合。

に支給するものとし、その額は、介護合算一部負担金等世帯合算額から介護

合算算定基準額を控除した額に介護合算按分率（アの額を介護合算一部負担

金等世帯合算額で除して得た率をいう ）を乗じて得た額（医療に係る自己。

負担（ア～エの額を合算した額）又は介護に係る自己負担（オの額）のいず

れかが零となる場合には、零とする ）としたこと （第４３条の２第１項関。 。



係）

ア 基準日被保険者が基準日に属する健康保険の保険者の被保険者であった

間に、当該者が受けた療養又はその被扶養者がその被扶養者であった間に

受けた療養に係る一部負担金等の額から、当該療養について支給される、

（ ）高額療養費の額及び付加給付に相当する額を控除した額 同項第１号関係

イ 基準日被保険者の被扶養者（基準日に当該基準日被保険者の被扶養者で

ある者に限る。以下「基準日被扶養者」という ）が計算期間においてア。

の保険者と同一の保険者の被保険者であった間に、当該者が受けた療養又

はその被扶養者であった者がその被扶養者であった間に受けた療養に係る

一部負担金等の額から、当該療養について支給される、高額療養費の額及

び付加給付に相当する額を控除した額（同項第３号関係）

ウ 基準日被保険者又は基準日被扶養者が計算期間においてアの保険者以外

の健康保険の保険者の被保険者であった間に、これらの者が受けた療養又

はこれらの者の被扶養者であった者がその被扶養者であった間に受けた療

養に係る一部負担金等の額から、当該療養について支給される、高額療養

費の額及び付加給付に相当する額を控除した額（同項第２号又は第４号関

係）

エ 基準日被保険者又は基準日被扶養者が計算期間において組合員等（健康

保険法施行令第４３条の２第１項第５号に規定する組合員等をいう。２の

三において同じ ）であった間に、これらの者が受けた療養又はこれらの。

者の被扶養者等（同号に規定する被扶養者等をいう。第２の三において同

じ ）であった者がその被扶養者等であった間に受けた療養に係る一部負。

担金等の額から、当該療養について支給される、高額療養費の額及び附加

給付に相当する額を控除した額（同項第５号関係）

オ 基準日被保険者又は基準日被扶養者が計算期間に受けた居宅サービス等

及び介護予防サービス等に係る利用者負担の額から、高額介護サービス費

として支給される額及び高額介護予防サービス費として支給される額を合

算した額に相当する額を控除した額（同項第６号又は第７号関係）

(2)７０歳に達する日の属する月の翌月以後に受けた療養等に係る高額介護合

算療養費の支給額については、高額療養費と同様に手厚い給付を行うことと

し、(1)より前に別途算定し、(1)においては当該支給額をしん酌して支給額

の算定を行うこととしたこと （同条第１項及び第２項関係）。

(3)計算期間において健康保険の被保険者であった者であって、基準日におい

て、基準日被扶養者である者（健康保険法施行令第４３条の２第３項 、他）

の健康保険の保険者の加入者である者（同条第４項）又は健康保険以外の医

療保険制度若しくは後期高齢者医療制度（以下「医療制度」と総称する ）。

の加入者である者（同条第５項から第７項まで）に対する高額介護合算療養

費の支給要件及び支給額について、計算期間において健康保険の被保険者で

あった間に生じた一部負担金等の合算額を介護合算一部負担金等世帯合算額

で除して得た率を介護合算按分率とする他は(1)及び(2)にならうこととし、



必要な読替規定及びみなし規定を設けたこと （同条第３項から第７項まで。

関係）

２ 介護合算算定基準額（健康保険法施行令第４３条の３関係）

(1)１の(1)の介護合算算定基準額については、所得区分に応じ、それぞれ次の

とおりとしたこと （第４３条の３第１項関係）。

① 一般所得者 ： 670,000円

② 上位所得者 ：1,260,000円

③ 低所得者 ： 340,000円

(2)１の(2)の介護合算算定基準額（７０歳以上介護合算算定基準額）について

は、所得区分に応じ、それぞれ次のとおりとしたこと （同条第２項関係）。

① 一般所得者 ： 620,000円

② 現役並み所得者： 670,000円

③ 低所得者Ⅱ ： 310,000円

④ 低所得者Ⅰ ： 190,000円

(3)計算期間において健康保険の被保険者であった者であって、基準日におい

て、基準日被扶養者である者又は他の健康保険の保険者の加入者である者の

介護合算算定基準額及び７０歳以上介護合算算定基準額については、健康保

険法施行令第第４３条の２第１項及び第２項を準用することとし、この場合

においては、基準日においてこれらの者が属する健康保険上の世帯（健康保

険の被保険者及びその被扶養者をいう ）について所得区分の判定を行うこ。

、 。（ ）ととし 必要な読替えを行うこととしたこと 同条第３項及び第４項関係

(4)計算期間において健康保険の被保険者であった者であって、基準日におい

て健康保険以外の医療制度の加入者である者の介護合算算定基準額及び７０

歳以上介護合算算定基準額については、基準日において当該者が属する医療

制度上の世帯 について、健康保険法施行令以外の医療保険各法施行令（注）

又は高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８号）

において定められる(1)及び(2)に相当する規定を準用することにより、当該

医療制度上の基準により所得区分の判定が行うこととし、必要な技術的読替

えを健康保険法施行規則において定めることとしたこと （同条第５項及び。

第６項関係）

なお、健康保険法施行令以外の医療保険各法施行令及び高齢者の医療の確

保に関する法律施行令において定められる介護合算算定基準額に係る所得区

分及び所得区分ごとの介護合算算定基準額は、健康保険法施行令において定

められるものと同一のものとされていること。

（注）健康保険等の被用者保険にあっては被保険者（共済組合にあっては組合員、私

立学校教職員共済にあっては加入者）及びその被扶養者を、国民健康保険にあっ

ては国民健康保険法に規定する世帯主（同法に規定する国民健康保険組合にあっ

ては組合員）及びその世帯主と同一の世帯に属する被保険者を、後期高齢者医療

制度にあっては同一の世帯に属する被保険者をいう。なお、医療制度上の世帯が



住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）上の世帯と異なるのは、被用者保険

の被扶養者が、必ずしも被保険者と同一の世帯に属さないこと等によるものであ

ることに留意されたい（健康保険法第３条第７項各号等を参照のこと 。。）

３ その他高額介護合算療養費の支給に関する事項（健康保険法施行令第４３条

の４関係）

、 、(1)高額介護合算療養費の支給は 基準日における医療制度上の世帯について

当該基準日において介護合算算定基準額等に係る所得区分の判定を行うこと

としているが、計算期間の中途で死亡した等により医療制度の加入者でなく

なった被保険者については、当該加入者の資格を喪失した日の前日を基準日

とみなして、健康保険法施行令第４３条の２及び第４３条の３を適用するこ

ととしたこと （第４３条の４第１項関係）。

(2)高額介護合算療養費の支給に関する手続に関して必要な事項は、健康保険

法施行規則において定めることとしたこと （同条第２項関係）。

４ 日雇特例被保険者に係る高額介護合算療養費の支給についての準用（健康保

険法施行令第４４条第２項から第４項まで関係）

日雇特例被保険者に係る高額介護合算療養費の支給について、健康保険法施

行令第４３条の２及び第４３条の３の規定を準用することとしたほか ３の(1)、

に相当する規定を加える等の整備を行ったこと。

５ 施行当初の計算期間等の経過措置（改正令附則第３３条関係）

平成２０年度については、計算期間の途中である４月１日から高額介護合算

療養費制度が施行されることから、施行当初の計算期間については、同日から

、 、平成２１年７月３１日までの１６箇月間とし 介護合算算定基準額についても

。次の(1)及び(2)のとおり通常の額の16/12倍の額とする経過措置を設けたこと

（附則第３３条第１項関係）

ただし、平成２０年８月１日以後に負担が集中している場合など、計算期間

を１６箇月間として算出した高額介護合算療養費の支給総額（同一の医療制度

上の世帯に属する個々人が受ける高額介護合算療養費の支給額を合計した額を

いう。以下同じ ）が、計算期間を同日から平成２１年７月３１日までの１２。

箇月間として算出（介護合算算定基準額及び７０歳以上介護合算算定基準額は

通常の額 ）した支給総額を下回る場合には、計算期間は当該１（注２）による。

２箇月間とし、介護合算算定基準額及び７０歳以上介護合算算定基準額は通常

の額 とする経過措置を設けたこと （同条第２項関係）（注２） 。

(1)１の(1)の介護合算算定基準額

① 一般所得者 ： 670,000円 → 890,000円

② 上位所得者 ：1,260,000円 → 1,680,000円

③ 低所得者 ： 340,000円 → 450,000円

(2)１の(2)の介護合算算定基準額（７０歳以上介護合算算定基準額）



（注１）① 一般所得者 ： 620,000円 → 750,000円

② 現役並み所得者： 670,000円 → 890,000円

③ 低所得者Ⅱ ： 310,000円 → 410,000円

④ 低所得者Ⅰ ： 190,000円 → 250,000円

（注１）平成２０年度については、７０歳代前半の被保険者等に係る一部負担金等の

軽減特例措置を踏まえた対応によって、高齢受給者に係る高額療養費の算定基

準額が改正令による改正前の額に据え置かれることから（三の１及び２を参照

のこと 、一般所得者に係る７０歳以上介護合算算定基準額についても、改正。）

前の高額療養費の自己負担限度額に応じた水準の額（560,000円の４／３）と

なるよう設定している。

（注２）注１と同様の理由により、この場合の一般所得者に係る７０歳以上介護合算

算定基準額は560,000円とする。

五 健康保険組合の財政調整に関する事項（健康保険法施行令第６５条及び第６７

条関係）

改正法第３条による健康保険法附則第２条の一部改正に伴い、同条に規定する

交付金の支給対象となる健康保険組合の要件等の整備を行ったこと。

六 その他所要の改正

改正法の一部の施行に伴い、健康保険法施行令第２９条（指定健康保険組合の

指定の要件 、第３３条の３（保険医療機関等の指定の拒否等に係る法律 、第６） ）

３条（厚生労働大臣等の権限の委任 、第７１条（特定被保険者に関する介護保）

険料率の算定の特例）等について所要の改正を行ったこと。

第２ 健康保険法施行規則の一部改正（改正省令第１条及び附則第２条関係）

一 障害認定の届出に関する事項（健康保険法施行規則第３９条及び第４３条の２

関係）

改正法の一部の施行により、新たに後期高齢者医療制度が創設されることに伴

い、高齢者医療確保法第５０条第２号の規定による後期高齢者医療広域連合の障

害認定を受けた被保険者又は被扶養者は健康保険の加入者の資格を喪失すること

となり、施行日以後にこれらの者が当該障害認定を受けた場合に係る手続につい

ては、被保険者（任意継続被保険者を除く ）にあっては被保険者の資格喪失の。

届出（健康保険法施行規則第２９条 、被扶養者にあっては被扶養者の届出（同）

規則第３８条）によることとなることから、同規則第３９条を削除するとともに

、任意継続被保険者が当該障害認定を受けた場合の手続規定として新たに同規

則第４３条の２を設けたこと。

なお、同条の規定による申出を受けた保険者は、職権により当該任意継続被保

険者の資格喪失の処理を行うこととなることから、保険者におかれては、必要な

、 。申出が適切に行われるよう 任意継続被保険者に対し適宜周知を図られたいこと



二 生活療養標準負担額の減額の対象者に関する事項（健康保険法施行規則第６２

条の３及び第１０１条から第１０３条まで関係）

改正法の一部の施行により、入院時生活療養費の支給の対象となる者の範囲が

療養病床に入院する６５歳以上（施行日前は７０歳以上）の者に拡大されること

に伴い、生活療養標準負担額の減額の対象となる者について、７０歳未満の低所

得者を加える等の規定の整備を行ったこと。

三 高額介護合算療養費に関する事項（健康保険法施行規則第１０９条の２から第

１０９条の１１まで関係）

１ 第１の四の１(1)の介護合算一部負担金等世帯合算額等の算定に係る健康保

険法施行令からの委任事項（健康保険法施行規則第１０９条の２から第１０９

条の６まで関係）

(1)基準日被保険者又は基準日被扶養者に係る第１の四の１(1)エの額について

は、これらの者が計算期間において加入していた医療制度に応じて、それぞ

れの医療制度の規定により算定した額としたこと （第１０９条の２関係）。

(2)７０歳に達する日の属する月の翌月以後に受けた療養等に係る高額介護合

算療養費の支給額の算定に用いる第１の四の１(1)ア～オの額に相当する額

については、当該療養等に係る一部負担金等の額又は利用者負担の額から、

当該療養等について支給される、高額療養費、高額介護サービス費若しくは

高額介護予防サービス費の額又は付加給付に相当する額を控除した額とした

こと （第１０９条の３関係）。

(3)計算期間において健康保険の被保険者であった者であって、基準日におい

て健康保険及び後期高齢者医療制度以外の医療制度の加入者である者に係る

第１の四の１(1)ア～オの額に相当する額については、当該者が基準日にお

いて加入していた医療制度における同ア～オの額に相当する額とするととも

に、当該者が７０歳に達する日の属する月の翌月以後に受けた療養等に係る

高額介護合算療養費の支給額の算定に用いる同ア～オの額に相当する額につ

いては、当該療養等に係る一部負担金等の額又は利用者負担の額から、当該

療養等について支給される、高額療養費、高額介護サービス費若しくは高額

介護予防サービス費の額又は付加給付に相当する額を控除した額としたこ

と （第１０９条の４及び第１０９条の５関係）。

(4)計算期間において健康保険の被保険者であった者であって、基準日におい

て後期高齢者医療制度の加入者である者に係る第１の四の１(1)ア～オの額

に相当する額については、高齢者の医療の確保に関する法律施行令第１６条

の２第１項各号に掲げる額としたこと （第１０９条の６関係）。

２ 高額介護合算療養費の支給に関する手続（健康保険法施行規則第１０９条の

１０及び第１０９条の１１関係）

(1)基準日被保険者の保険者（当該基準日被保険者が基準日に属する健康保険

の保険者）に対する高額介護合算療養費の支給申請手続について、次のとお



りとしたこと （第１０９条の１０関係）。

ア 高額介護合算療養費の支給を受けようとする基準日被保険者は、健康保

険法施行規則第１０９条の１０第１項各号に掲げる事項を記載した申請書

に、当該基準日被保険者及び基準日被扶養者が計算期間において負担した

療養等に係る一部負担金等及び利用者負担の額の証明書をそれぞれ添付し

て、基準日に属する健康保険の保険者へ提出すること。

また、基準日において低所得者の要件を満たす場合には、その旨を証す

る書類を添付すること （同条第１項から第３項まで関係）。

イ アの申請書の提出を受けた保険者は、当該基準日被保険者に適用される

介護合算算定基準額及び７０歳以上介護合算算定基準額並びに介護合算一

部負担金等世帯合算額、その他高額介護合算療養費等（医療保険各法に規

定する高額介護合算療養費又は介護保険法に規定する高額医療合算介護サ

ービス費若しくは高額医療合算介護予防サービス費をいう。以下同じ ）。

の支給に必要な事項を、アの申請書に添付された証明書を交付した医療保

険者及び後期高齢者医療広域連合（以下「医療保険者等」という ）並び。

に介護保険者に対し、遅滞なく通知しなければならないこと （同条第４。

項関係）

ウ 計算期間の中途で死亡した被扶養者その他これに準ずる者（以下「死亡

等した被扶養者」という ）を当該死亡等した日において扶養する被保険。

者は、当該死亡等した被扶養者に係る高額介護合算療養費等の額の算定の

申請を、当該死亡等した日に属する健康保険の保険者に行うことができる

こと。この場合の手続は、ア及びイに準ずること。ただし、イの通知は、

当該死亡等した被扶養者に対する証明書を交付した医療保険者等又は介護

保険者以外に対しては省略するものであること （同条第５項及び第６項。

関係）

(2)計算期間において被保険者であった者が加入していた健康保険の保険者 基（

準日被保険者にあっては(1)の保険者を除く ）に対する高額介護合算療養費。

、 。（ ）の支給申請手続について 次のとおりとしたこと 第１０９条の１１関係

ア 高額介護合算療養費の支給を受けようとする者（計算期間において健康

保険の被保険者であった者に限る ）は、健康保険法施行規則第１０９条。

の１１第１項各号に掲げる事項を記載した申請書（支給兼証明書交付申請

） 、 。書 を 計算期間において加入していた健康保険の保険者に提出すること

（同条第１項関係）

イ アの申請書の提出を受けた保険者は、計算期間において当該保険者の被

保険者であった者が当該保険者の被保険者であった間に、当該者が受けた

療養又はその被扶養者であった者がその被扶養者であった間に受けた療養

に係る一部負担金等の額から、当該療養について支給される、高額療養費

の額及び付加給付に相当する額を控除した額、その他必要な事項を記載し

た証明書を交付しなければならないこと （同条第２項関係）。

ウ イの証明書を交付した保険者は、当該証明書に係る基準日の翌日から２



年以内に、当該証明書の交付を受けた者が基準日に属する医療保険者等か

ら高額介護合算療養費の支給に必要な事項の通知が行われない場合におい

て、当該証明書の交付を受けた者等に対して、当該者が基準日に属する医

療保険者等への高額介護合算療養費の支給の申請状況の確認を行ったとき

は、アの申請書は提出されなかったものとみなすことができること （同。

条第３項関係）

エ 計算期間の中途で死亡した者その他これに準ずる者（以下「死亡等した

者」という ）と当該死亡等した日において同一の医療制度上の世帯に属。

する者は、当該死亡等した者に係る高額介護合算療養費等の額の算定に必

要な証明書の交付申請を、計算期間において加入していた健康保険の保険

者（当該死亡等した者が死亡等した日において被保険者である者にあって

は、同日に属する保険者を除く ）に対して行うことができること。この。

場合においては、当該申請を受けた保険者は、イの証明書を交付しなけれ

ばならないこと （同条第４項関係）。

３ その他健康保険法施行令からの委任事項（健康保険法施行規則第１０９条の

７から第１０９条の９まで関係）

第１の四の２(2)④の所得区分（低所得者Ⅰ）の判定の対象とする基準日被

保険者の被扶養者は、基準日の属する月の初日その他これに準ずる日に当該基

準日被保険者の被扶養者である者とすること（健康保険法施行規則第１０９条

の７ 、同四の２(4)の必要な技術的読替え（同規則第１０９条の８）及び同四）

の３(1)に規定する基準日の取扱いについては、計算期間の中途で死亡等によ

り医療制度の加入者でなくなった健康保険の被保険者であった者についても同

様に取り扱うこと（同規則第１０９条の９）を定めたこと。

四 保険料等の納入告知に関する事項（健康保険法施行規則第１３６条関係）

改正法の一部の施行により、一般保険料率の内訳として基本保険料率及び特定

保険料率が創設されたことに伴い、健康保険組合が保険料等の納入告知書に記載

しなければならない事項に、健康保険法第１５６条第１項第１号に規定する一般

保険料額の内訳（健康保険法施行規則第１３６条に規定する基本保険料額及び特

定保険料額をいう。以下同じ ）を加えたこと。。

なお、事業主が被保険者から保険料を徴収する際に一般保険料額の内訳を示す

、 、 、ことは法令上の義務ではないが 本改正は 新たに後期高齢者医療制度を創設し

世代間・保険者間の負担の明確化及び公平化を図っていく中で、保険者の単位で

見て、後期高齢者医療広域連合や前期高齢者を多く抱える保険者等に対する支援

を行うという趣旨の明確化を図るとともに、被保険者の単位で見て、各人が共同

連帯の理念等に基づきどの程度支援を行っているかについての御理解を深めてい

ただくために行われるものであることから、給与明細書にその内訳を示すなどの

情報提供をしていただくことが望ましく、保険者におかれては、事業主への協力

依頼に努めていただきたいこと。



五 その他所要の改正

改正法の一部の施行に伴い、健康保険法施行規則第５２条等の規定及び被保険

者資格喪失届等の様式について所要の改正を行ったこと。

、 （ 。） 、 、なお 改正省令による改正前の様式 健康保険検査証を除く は 当分の間

改正省令による改正後の様式によるものとみなすとともに、改正省令による改正

前の様式による健康保険検査証は、当分の間、これを取り繕って使用することが

できることとする経過措置を設けたこと （改正省令附則第２条関係）。

第３ 関係告示の制定及び一部改正

一 健康保険法施行令第四十三条の二第一項及び介護保険法施行令第二十二条の三

第二項の規定に基づき厚生労働大臣が定める支給基準額（平成２０年厚生労働省

告示第２２５号）の制定

健康保険法施行令第４３条の２第１項及び介護保険法施行令（平成１０年政令

第４１２号）第２２条の３第２項の規定に基づき、高額介護合算療養費、高額医

療合算介護サービス費及び高額医療合算介護予防サービス費の支給の事務の執行

に要する費用を勘案して厚生労働大臣が定める支給基準額について、それぞれ５

００円と定めたこと。

二 健康保険法施行令等の一部を改正する政令附則第三十二条第一項及び第四十四

条第一項の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付（平成２０年厚

生労働省告示第２２６号）の制定

改正令附則第３２条及び第４４条による高額療養費の支給の特例措置の対象と

なる医療に関する給付について 「７０歳代前半の被保険者等に係る一部負担金、

等の軽減特例措置の取扱いについて （平成２０年２月２１日保発第0221003号）」

による医療費の支給を定めたこと。

三 社会保険診療報酬支払基金法第十五条第三項の規定に基づき厚生労働大臣の定

める医療に関する給付（昭和５２年厚生省告示第２３９号）等の一部改正（平成

２０年厚生労働省告示第２１７号から第２２０号まで）

保険優先の公費負担医療として、新たに「７０歳代前半の被保険者等に係る一

部負担金等の軽減特例措置の取扱いについて （平成２０年２月２１日保発第022」

1003号）による医療費の支給及び「感染症対策特別促進事業について （平成２」

０年３月３１日健発第0331001号）による肝炎治療特別促進事業に係る医療の給

付が平成２０年４月１日から実施されることに伴い、次に掲げる告示において定

める医療に関する給付にこれらの公費負担医療を加えたこと。

① 社会保険診療報酬支払基金法第十五条第三項の規定に基づき厚生労働大臣の

定める医療に関する給付

② 健康保険法施行規則第九十八条第十一号及び船員保険法施行規則第四十七条

第十号の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付（昭和５９年厚



生省告示第１５５号）

③ 健康保険法施行規則第百六条第八号及び第百七条第十号並びに船員保険法施

行規則第四十七条ノ二ノ八第七号及び第四十七条ノ二ノ九第九号の規定に基づ

（ ）き厚生労働大臣が定める医療に関する給付 昭和５９年厚生省告示第１５７号

④ 健康保険法施行規則第百八条第七号及び船員保険法施行規則第四十七条ノ三

第七号の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付（平成６年厚生

省告示第３０１号）

四 健康保険の食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額（平成８年厚生省告示

第２０３号）の一部改正（平成２０年厚生労働省告示第２２１号）

改正法の一部の施行により、入院時生活療養費の支給の対象となる者の範囲が

療養病床に入院する６５歳以上の者に拡大されること、また、改正省令により健

康保険法施行規則第６２条の３の規定の整備が行われたことに伴い、健康保険の

食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額について所要の改正を行ったこと。

五 診療報酬の改定等に伴う関係告示の一部改正（平成２０年厚生労働省告示第２

２２号及び第２２４号）

平成２０年度の診療報酬の改定により、診療報酬の算定方法（平成１８年厚生

労働省告示第９２号）が廃止され、新たに診療報酬の算定方法（平成２０年厚生

労働省告示第５９号）が制定されたことに伴い、健康保険法施行令第四十三条第

一項第一号及び第三号の規定に基づき厚生労働大臣が定める療養（平成１４年厚

生労働省告示第２９２号。以下「平成１４年告示第２９２号」という ）及び健。

康保険法施行規則第六十二条の三第三号の規定に基づき厚生労働大臣が定める者

（平成１８年厚生労働省告示第４８８号。以下「平成１８年告示第４８８号」と

いう ）について、平成１４年告示第２９２号に定める療養に特定施設入居時等。

医学総合管理料が算定されるべき療養を加える等所要の改正を行ったこと。

また、改正省令により健康保険法施行規則第６２条の３の規定が改正されたこ

とに伴い、平成１８年告示第４８８号の題名を改めたこと。

Ⅱ 後期高齢者医療制度関係

第１ 高齢者の医療の確保に関する法律施行令及び前期高齢者交付金及び後期高齢者

医療の国庫負担金の算定等に関する政令の一部改正（改正令第２条及び第３条並び

に附則第３４条関係）

高額介護合算療養費に関する事項について、健康保険法施行令の改正に準じた

改正（高齢者の医療の確保に関する法律施行令第１６条の２から第１６条の４ま

で関係）を行うとともに、高齢者の医療の確保に関する法律施行令及び前期高齢

者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担金の算定等に関する政令（平成１９年政

令第３２５号）について、老人保健法の廃止に伴う規定の整備等を行うほか、所

要の改正を行ったこと。



第２ 高齢者の医療の確保に関する法律施行規則等の一部改正（改正省令第２条から

第４条まで及び附則第３条から第９条まで等関係）

一 被保険者資格証明証の交付の対象とならない、原子爆弾被爆者に対する援護に

関する法律（平成６年法律第１１７号）による一般疾病医療費の支給等を受ける

ことができる場合について、後期高齢者医療広域連合から届書の提出の求めがあ

った場合においては、速やかに、当該届書を、後期高齢者医療広域連合に提出し

なければならないこととしたこと （高齢者の医療の確保に関する法律施行規則。

（平成１９年厚生労働省令第１２９号）第１７条の２関係）

二 高額介護合算療養費に関する事項について、健康保険法施行規則の改正に準じ

た改正をすることとしたこと （高齢者の医療の確保に関する法律施行規則第７。

１条の２から第７１条の１０関係）

、 、三 その他改正法の一部の施行に伴い 高齢者の医療の確保に関する法律施行規則

高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定

等に関する省令（平成１９年厚生労働省令第１４０号）及び後期高齢者医療の調

整交付金の交付額の算定に関する省令（平成１９年厚生労働省令第１４１号）そ

の他後期高齢者医療制度関係告示について、老人保健法の廃止に伴う規定の整備

等を行うほか、所要の改正を行ったこと （改正省令附則第４条から第９条まで。

関係）

Ⅲ 国民健康保険関係

第１ 国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）等の一部改正（改正令第

４条、第５条及び附則第３５条から第３９条まで関係）

一 高齢受給者に係る一部負担金の割合等の判定に関する事項（国民健康保険法施

行令第２７条の２及び附則第２条第８項並びに改正附則令附則第３５条及び第３

６条第２項から第４項まで）

改正法の一部の施行により、新たに後期高齢者医療制度が創設されることに伴

い、改正法第７条による改正前の老人保健法の規定による医療を受けることがで

きる者である被保険者は国民健康保険の加入者ではなくなることから、当該被保

険者であった者に係る文言を削除したこと。

なお、国民健康保険法施行令第２７条の２の改正に伴い、当該被保険者であっ

た者と同一の世帯に属する高齢受給者に係る一部負担金の負担割合や高額療養

費の算定基準額の判定の結果に影響が生じないように、平成２０年４月から７

月までの間については、国民健康保険法施行令第２９条の７第２項第９号イに

規定する特定同一世帯所属者（以下「特定同一世帯所属者」という ）の所得や。

収入も含めて判定を行うことで、国民健康保険法施行令第２７条の２の改正に

伴う再判定は不要とする等の経過措置を、また、同年８月から平成２２年７月

までの間については、同条が改正されたことに伴い、判定の結果、一部負担金

、の割合が２割から３割となる被保険者が受けた療養に係る高額療養費について



一般所得者に係る算定基準額（国民健康保険法施行令第２９条の３第３項第１

号に定める額をいい、平成２１年３月までの間については、改正令第４条によ

る改正前の国民健康保険法施行令第２７条の３第３項第１号に定める額をい

う ）により取り扱うこととする経過措置をそれぞれ設けたこと。。

二 高齢受給者に係る高額療養費の算定基準額に関する事項（国民健康保険法施

行令第２９条の３及び第２９条の４並びに改正令附則第３６条第１項及び第３

８条関係）及び高額介護合算療養費に関する事項（国民健康保険法施行令第２

９条の４の２から第２９条の４の４まで並びに改正令附則第３９条関係）につ

いて、健康保険法施行令の改正に準じた改正を行うとともに、国民健康保険の

国庫負担金等の算定に関する政令（昭和３４年政令第４１号）について、所要

の改正を行ったこと。

第２ 国民健康保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３号）その他国民健康保険

関係省令の一部改正（改正省令第５条から第７条まで及び附則第１０条から第１５

条まで関係）

一 退職者医療制度に関する事項（国民健康保険法施行規則附則第３条から第９条

まで並びに改正政令第８条及び附則第１３条から附則第１５条まで関係）

退職者医療制度に関し、次のような改正を行ったこと。

１ 退職者医療制度については、平成２６年度までの間に退職被保険者等に該当

する者が６５歳となるまでの間の経過措置とされたことに伴い、退職被保険者

等が所属する市町村における退職被保険者等の資格の取得や喪失の届出等、退

職被保険者等に関する規定を附則に置くなど、所要の改正を行ったこと。

２ 退職被保険者の被扶養者について、資格の取得や喪失等について公簿等によ

って確認することができるときは、届出を省略することができることとしたこ

と。

３ 退職者医療制度関係省令は廃止することとしたが、附則においてなおその効

力を有することとしたこと。

二 特定同一世帯所属者に関する事項（国民健康保険法施行規則第２条、第１０条

の２及び第１２条の２関係）

特定同一世帯所属者の属する世帯に関し、次のような改正を行ったこと。

１ 特定同一世帯所属者が属する世帯の世帯主が、当該特定同一世帯所属者とと

もに他の市町村に転入して新しく世帯を形成した場合や、当該世帯主が、当該

特定同一世帯所属者とともにすでにある世帯に加わり、引き続き当該世帯にお

いて世帯主となる場合の届出に際しては、従前住所を有していた市町村により

交付されることとされた特定同一世帯所属者である旨を証明する書類を提示す

ることとしたこと。

２ 世帯主と特定同一世帯所属者が同一の日に市町村の区域内に住所を有しなく

なった場合にあっては、現住所地の市町村は、特定同一世帯所属者であること



を証明する書類を交付することとしたこと。

、 、三 老人保健法の規定による医療を受けることができる者が 平成２０年４月以降

後期高齢者医療制度の被保険者となることに伴い、国民健康保険の被保険者でな

くなるため、当該被保険者であった者にかかる規定について、次のような改正を

行ったこと。

１ 老人保健法の規定による障害の認定を受けたときの、保険者への届出の規定

を削除したこと （国民健康保険法施行規則第５条の６関係）。

２ 国民健康保険の被保険者資格証明書の交付の対象とならない老人保健法の規

定による医療等を受ける者がいる世帯に対して、市町村が保険料を滞納してい

る世帯主に対して求める届出に係る規定に関し、老人保健法の規定による医療

を受ける者を除外し、原爆一般疾病医療費の支給等を受ける者に限定するため

所要の整備を行ったこと （国民健康保険法施行規則第５条の９関係）。

３ 高齢受給者証等の各種証明書（減額認定証、特定疾病受領証、限度額適用認

定証、限度額適用・減額認定証、特別療養証明書）を返還しなければならない

要件から、老人保健法に係る要件を削除する等、所要の整備を行ったこと。

４ 後期高齢者医療制度の被保険者となった者について、国民健康保険の資格喪

失の届出を省略することができる規定を設ける等、所要の整備を行ったこと。

四 被保険者証の有効期間に関する事項（国民健康保険法施行規則第７条の２の２

から第７条の２の４まで関係）

国民健康保険の保険料を滞納している世帯主や国民年金の保険料を滞納してい

る世帯主等の被保険者証について、市町村の判断により特別の有効期間を定める

ことができる規定を設けたことに伴い、そのための要件等について次のような規

定を設けることとしたこと。

１ 特別の有効期限を定めることのできる要件として、国民年金の滞納に関し、

督促を受けた者がその指定期限までに保険料の納付をしないこと等としたこ

と。

２ 有効期間を定める場合には、同一の世帯に属する被保険者について同一の有

効期間を定めることとされているが、国民年金の保険料を滞納している被保険

者等についてはこの限りでないこと等としたこと。

五 その他所要の改正

１ 市町村の国民健康保険特別会計の事業勘定の歳入に前期高齢者交付金を加

え、歳出に老人保健拠出金に代えて、前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援

金等を加えることとしたこと （国民健康保険法施行規則第１６条関係）。

２ 後期高齢者支援金等賦課額の算定に係る総所得金額等や固定資産税額等の補

正等、後期高齢者医療制度及び前期高齢者財政調整制度の創設に伴い、所要の

改正を行ったこと。

３ 高額介護合算療養費に関する事項（国民健康保険法施行規則第２７条の１８



から第２７条の２７まで関係）について、健康保険法施行規則の改正に準じた

改正を行うとともに、その他国民健康保険関係省令について、所要の改正を行

ったこと。

第３ 関係告示の制定及び一部改正

一 健康保険法施行令等の一部を改正する政令附則第三十八条第一項の規定に基づ

き厚生労働大臣が定める医療に関する給付（平成２０年厚生労働省告示第２４０

号）の制定

改正令附則第３８条による高額療養費の支給の特例措置の対象となる医療に関

する給付について 「７０歳代前半の被保険者等に係る一部負担金等の軽減特例、

措置の取扱いについて （平成２０年２月２１日保発第0221003号）による医療費」

の支給を定めたこと。

二 国民健康保険法施行規則第五条の五第十二号及び第二十七条の十二第十一号の

規定に基づき厚生労働大臣の定める医療に関する給付（平成１８年厚生労働省告

示第３７４号）等の一部改正等（平成２０年厚生労働省告示第２３１号から第２

３３号まで）

保険優先の公費負担医療として、新たに「７０歳代前半の被保険者等に係る一

部負担金等の軽減特例措置の取扱いについて （平成２０年２月２１日保発第022」

1003号）による医療費の支給及び「感染症対策特別促進事業について （平成２」

０年３月３１日健発第0331001号）による肝炎治療特別促進事業に係る医療の給

付が平成２０年４月１日から実施されることに伴い、次の①及び②に掲げる告示

において定める医療に関する給付にこれらの公費負担医療を加えるとともに、③

に掲げる告示を新設し、④において定める被保険者資格証明書の交付の対象外と

なる医療に関する給付には当該肝炎治療特別促進事業に係る医療の給付のみを加

えたこと。

① 国民健康保険法施行規則第二十七条の十五第一項第八号の規定に基づき厚生

労働大臣が定める医療に関する給付（平成１９年厚生労働省告示第３４号）

② 国民健康保険法施行規則第二十七条の十五第二項第五号の規定に基づき厚生

労働大臣が定める医療に関する給付（平成１９年厚生労働省告示第３５号）

③ 国民健康保険法施行規則第二十七条の十二第十一号の規定に基づき厚生労働

大臣が定める医療に関する給付（平成２０年厚生労働省告示第２３８号）

④ 国民健康保険法施行規則第五条の五第十二号の規定に基づき厚生労働大臣が

定める医療に関する給付（平成１８年厚生労働省告示第３７４号）

三 その他改正法の一部の施行に伴い、国民健康保険関係告示について所要の改正

を行ったこと。

Ⅳ 船員保険関係

第１ 船員保険法施行令の一部改正（改正令第６条及び附則第４０条から第４５条ま



で関係）

一 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第２９条ノ５第１項の療養補償の調整

額に係る算定方法について、当該算定方法に高額介護合算療養費を追加すること

としたこと （船員保険法施行令（昭和２８年政令第２４０号）第５条関係）。

二 後期高齢者医療の被保険者等（船員保険法第１条第３項に規定する後期高齢者

医療の被保険者等をいう。以下同じ ）である被保険者の職務外疾病部門に係る。

保険料の取扱いについて、後期高齢者医療の被保険者等となった月に当該後期高

齢者医療の被保険者等に該当しなくなった場合は、当該月の職務外疾病部門に係

る保険料を徴収しないこととしたこと （船員保険法施行令第２８条の２関係）。

三 その他健康保険法施行令の改正に準じた改正をすることとしたこと。

第２ 船員保険法施行規則その他船員保険関係告示の一部改正（改正省令第９条及び

附則第１６条等関係）

一 後期高齢者医療の被保険者等である被保険者に対して支給する傷病手当金又は

葬祭料について、後期高齢者医療広域連合より傷病手当金又は葬祭料の支給があ

るときは、その支給額と調整を行うため、当該支給額を傷病手当金請求書又は葬

祭料請求書に記載し 当該支給額を証明する書類を添付することとしたこと 船、 。（

員保険法施行規則（昭和１５年厚生省令第５号）第４４条及び第８２条ノ１５関

係）

二 その他健康保険法施行規則及び健康保険関係告示の改正に準じた改正をするこ

ととしたこと。

Ⅴ 介護保険関係

第１ 介護保険法施行令の一部改正（改正令第７条及び附則第４６条関係）

一 高額医療合算介護サービス費の支給に関する事項（介護保険法施行令（以下

「令」という ）第２２条の３関係）。

１ 介護保険法第５１条の２第１項の政令で定める額を規定すること。(令第２

２条の３第１項関係)

２－ａ 支給要件（同条第２項関係）

計算期間（Ⅰの第１の四の１(1)の計算期間をいう ）に受けた介護保険法の。

規定による居宅サービス等、介護予防サービス等及び医療保険各法又は高齢者

医療確保法（以下「医療保険各法等」という ）の規定による療養（いずれも。

７０歳に達する日の属する月までに受けたものに限る ）に係る給付に伴う自。

己負担額のうち、医療制度上の世帯（Ⅰの第１の四の２(4)の医療制度上の世

帯をいう ）単位で、次の(1)～(3)の額を合算した額（以下「医療合算利用者。

負担世帯合算額」という ）が６の医療合算算定基準額を上回る場合に、高額。



医療合算介護サービス費を支給すること （ただし、医療合算利用者負担世帯。

合算額から医療合算算定基準額を控除した額が、支給基準額（５００円。Ⅰの

第３の一参照のこと ）を上回る場合に限り、(1)に掲げる額及び(2)に掲げる。

額の合算額又は(3)に掲げる額が零の場合を除く ）。

(1)計算期間において介護保険の被保険者本人（基準日（Ⅰの第１の四の１(1)

の基準日をいう ）に属する介護保険者から高額医療合算介護サービス費の。

支給を受ける者。以下「基準日被保険者」という ）が受けた居宅サービス。

等及び介護予防サービス等に係る利用者負担額（高額介護サービス費又は高

額介護予防サービス費が支給される場合は、これらの支給額を控除した額）

(2)基準日被保険者と基準日において同一の医療制度上の世帯に属する者（以

下「合算対象者」という ）が、計算期間において介護保険の被保険者とし。

て受けた居宅サービス等及び介護予防サービス等に係る利用者負担額（高額

介護サービス費又は高額介護予防サービス費が支給される場合は、これらの

支給額を控除した額）

(3)基準日被保険者と合算対象者が計算期間において受けた医療保険各法等の

規定による療養に係る一部負担金等の額

２－ｂ 支給額（同条第２項関係）

高額医療合算介護サービス費の支給額は、医療合算利用者負担世帯合算額か

ら医療合算算定基準額を控除した額に、医療合算按分率を乗じ、さらに被保険

者医療合算按分率を乗じて得た額である。これは、基準日に属する介護保険者

から支給されること （ただし、当該高額医療合算介護サービス費が支給基準。

額に満たない場合は支給されない ）。

・医療合算按分率：２－ａ(1)及び(2)に掲げる額の合算額を、２－ａ(1)～(3)

に掲げる額の合算額で除して得た率

・被保険者医療合算按分率：基準日被保険者が基準日に居住する市町村の行う

介護保険の被保険者として受けた居宅サービス等の利用者負担額を、基準日

被保険者と合算対象者が当該市町村の行う介護保険の被保険者として受けた

居宅サービス等及び介護予防サービス等の利用者負担額で除して得た率

具体的には、まず、医療保険・介護保険それぞれの自己負担の割合で按分し

て、医療制度上の世帯に支給される医療保険者等（Ⅰの第２の三の２(1)イの

医療保険者等をいう ）からの高額介護合算療養費及び介護保険者からの高額。

医療合算介護サービス費のそれぞれの額が計算され、さらに医療制度上の世帯

内における被保険者それぞれの自己負担の割合で按分して、個々人に支給され

る高額医療合算介護サービス費の額が計算される。

３ ７０歳以上の基準日被保険者に係る支給額についても２と同様に計算するこ

と。ただし、７０歳未満の者と７０歳以上の者が医療制度上の世帯に混在する

ときは、まず７０歳以上の者に係る支給額を計算し、次に、自己負担の額から

当該支給額を控除してなお残る額を基にして、７０歳未満の者に係る支給額を



計算すること （同条第３項関係）。

４ 基準日被保険者の合算対象者を次の表のように定めること （同条第４項。

関係）

基準日被保険者 合算対象者

①被用者保険の被保険者 ①その被扶養者

②被用者保険の被扶養者 ②その被扶養者を扶養する被用者保

険の被保険者又は、同一の被保険

者が扶養する他の被扶養者

③国民健康保険の被保険者 ③同一世帯に属する他の国民健康保

険の被保険者

④後期高齢者医療の被保険者 ④同一世帯に属する後期高齢者医療

の被保険者

５ 計算期間において、当該市町村の行う介護保険の被保険者であった者（基準

。） 、日被保険者を除く に対する高額医療合算介護サービス費の支給については

令第２２条の３第２項から第４項までの規定を準用すること （同条第５項関。

係）

６ 基準日被保険者の所得区分等に応じて医療合算算定基準額を次の表のように

定めること （同条第６項及び第７項関係）。

医療制度 後期高齢者医療 被用者保険又は 被用者保険又は

上の世帯 ＋介護保険 国民健康保険 国民健康保険

＋介護保険 ＋介護保険

所得区分 （７０歳以上） （７０歳未満）

現役並み所得者 670,000円 670,000円 1,260,000円

一般所得者 560,000円 620,000円 670,000円

Ⅱ 310,000円 310,000円

低所得者 Ⅰ 190,000円 190,000円 340,000円

（※310,000円） （※310,000円）

※ 現行の介護保険における高額介護サービス費の算定基準額の設定の仕組みと水準

を踏まえ、高額医療合算介護サービス費の支給について、例外的に医療合算算定基

。（ 、準額を３１万円に設定する 低所得者Ⅰの所得区分に相当する医療制度上の世帯で

複数の者が介護サービスを利用する場合には、介護保険における高額介護サービス

費の算定基準額と同水準に、医療合算算定基準額を３１万円に設定する ）。

７ 高額医療合算介護サービス費の算定において、居宅サービス等に係る利用者

負担額の算定に齟齬が生じないよう、高額介護サービス費の居宅・介護予防の

調整規定を準用すること （同条第８項関係）。



８ 高額医療合算介護サービス費の受給資格は 医療制度 Ⅰの第１の四の１(3)、 （

の医療制度をいう ）の加入者であることであるが、死亡等により医療制度の。

加入者でなくなった場合には、医療制度の加入者でなくなった日の前日を基準

日として取り扱うこと （同条第９項関係）。

９ 高額医療合算介護サービス費の支給に関する手続に関して必要な事項は、厚

生労働省令で定めること （同条第１０項関係）。

二 高額医療合算介護予防サービス費の支給に関する事項（令第２９条の３関係）

１ 介護保険法第６１条の２第１項に規定する政令で定める額は、一の１の額と

同様とすること （令第２９条の３第１項関係）。

２ 高額医療合算介護予防サービス費の支給について、令第２２条の３（第１項

及び第８項を除く ）の規定を準用すること （同条第２項関係）。 。

３ 高額医療合算介護予防サービス費の算定において、介護予防サービス等に係

る利用者負担額の算定に齟齬が生じないよう、高額介護予防サービス費におけ

る居宅・介護予防の調整規定を準用すること （同条第３項関係）。

三 高額医療合算介護（予防）サービス費の経過措置(改正令附則第４６条関係)

１ 初年度（平成２０年度）については、計算期間の途中である４月１日から制

度が施行されることから、当該計算期間を同日から平成２１年７月３１日まで

の１６箇月間とするとともに、その際の医療合算算定基準額を次の表のように

定める経過措置を設けること （同条第１項関係）。

医療制度 後期高齢者医療 被用者保険又は 被用者保険又は

上の世帯 ＋介護保険 国民健康保険 国民健康保険

＋介護保険 ＋介護保険

所得区分 （７０歳以上） （７０歳未満）

現役並み所得者 890,000円 890,000円 1,680,000円

一般所得者 750,000円 750,000円 890,000円

Ⅱ 410,000円 410,000円

低所得者 Ⅰ 250,000円 250,000円 450,000円

（※410,000円） （※410,000円）

※ 一の６と同様の趣旨。

２ 初年度において、平成２０年８月１日から平成２１年７月３１日までの期間

における医療合算利用者負担世帯合算額から一の６の医療合算算定基準額（二

の２において準用する場合を含む ）を控除した額が、当該期間における医療。

合算利用者負担世帯合算額から１の医療合算算定基準額を控除した額を上回る

ときは、当該期間における医療合算利用者負担世帯合算額から一の６の医療合



算算定基準額（二の２において準用する場合を含む ）を控除した額を用いて。

高額医療合算介護（予防）サービス費の支給計算を行い、支給すること （同。

条第２項関係）

、 、 「 」ただし この場合において 一の６の医療合算算定基準額のうち ６２万円

（注）とあるのを「５６万円」と変更して計算するものとする。

（注）これは、７０歳から７４歳の患者負担の見直し（１割→２割）の凍結の趣旨を踏ま

え、高額療養費の限度額の見直しについても凍結することに伴い、当該見直し後の

高額療養費の限度額を基にした合算制度の限度額についても変更することによる。

３ ７０歳から７４歳までの患者負担の見直しの凍結を踏まえ、現役並み所得者

のうち一定の要件を満たす者について、一般区分の医療合算算定基準額を適用

すること （同条第３項から第５項まで）。

第２ 介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令の一部改正（改正令附則第７０条

関係）

介護保険における国庫負担額等の算定の際に合算する額として、高額医療合算

介護サービス費及び高額医療合算介護予防サービス費を加えること。

第３ 介護保険法施行規則の一部改正（改正省令第１０条及び附則第１７条関係）

一 高額医療合算介護サービス費の支給の申請（介護保険法施行規則第８３条の４

の４関係）

１ 高額医療合算介護サービス費の支給を受けようとする基準日被保険者は、

次に掲げる事項を記載した申請書を、市町村に提出しなければならないこと。

(同条第１項関係)

［申請書記載事項］

① 申請者の氏名、性別、生年月日、住所、被保険者番号

② 申請者の合算対象者の氏名、性別、生年月日、被保険者番号

③ 申請先市町村が行った介護保険の計算期間における加入期間

④ 基準日に加入する医療保険者等の名称、所在地

２ 市町村は、１の申請があったときは、申請者に対して次に掲げる事項を記

載した証明書を交付しなければならないこと （同条第２項関係）。

［自己負担額証明書記載事項］

① 申請者の氏名、性別、生年月日、住所、被保険者番号

② 申請先市町村が行った介護保険の計算期間における加入期間

③ 計算期間における居宅サービス等に係る利用者負担額

④ その他必要な事項

３ ２の証明書を交付した市町村は、計算医療保険者等（各保険者における支

給額を計算する医療保険者等（Ⅰの第２の三の２(1)イの保険者に相当 ）を。



いう ）から高額医療合算介護サービス費の支給額を通知されたときは、当該。

被保険者に対して当該額を支給すること。ただし、当該通知が当該証明書に

係る基準日の翌日から２年以内になされない場合は、当該市町村の支給につ

いて確定する観点から、申請者に確認の上、申請書が提出されなかったとみ

なすことができること （同条第３項関係）。

４ 第１の一の６の低所得者Ⅰの所得区分に該当する医療制度上の世帯で、複

数の者が居宅サービス等又は介護予防サービス等を利用する場合には、計算

医療保険者等が計算した支給額ではなく、当該介護保険者が計算した支給額

を支給すること （同条第４項関係）。

５ 計算期間の中途で死亡等した者（Ⅰの第２の三の２(2)エの死亡等した者を

いう ）については、７月３１日以前に支給額を計算することとなるが、当該。

死亡等した者についての高額医療合算介護サービス費の支給のために必要な

場合、当該者の家族等から申請があったとき、市町村は自己負担額証明書を

交付しなければならないこと （同条第５項関係）。

６ 計算期間において当該市町村が行う介護保険の被保険者であった者に係る

高額医療合算介護サービス費の支給について、同条第１項から第５項までの

規定を準用すること （同条第６項関係）。

二 高額医療合算介護予防サービス費の支給の申請（介護保険法施行規則第９７条

の２の２関係）

高額医療合算介護予防サービス費の支給の申請については、介護保険法施行規

則第８３条の４の４の規定を準用すること。

（ ）第４ その他介護保険関係省令の一部改正 改正省令第１１条から第２２条まで関係

改正法の一部の施行により、新たに後期高齢者医療制度等が創設されることに

伴い、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１

年厚生省令第３７号）等の介護保険関係省令について所要の改正を行ったこと。

Ⅵ その他関係政省令の一部改正

第１ 共済組合各法施行令の一部改正（改正令第８条から第１１条まで並びに附則第

４７条から第６０条まで関係）

国家公務員共済組合法施行令（昭和３３年政令第２０７号 、地方公務員等共）

済組合法施行令（昭和３７年政令第３５２号）及び私立学校教職員共済法施行令

（昭和２８年政令第４２５号）並びに防衛省の職員の給与等に関する法律施行令

（昭和２７年政令第３６８号）について、健康保険法施行令の改正に準じた改正

を行ったこと。



（ ）第２ 住民基本台帳法施行令の一部改正 改正令附則第６５条から第６７条まで関係

改正法の一部の施行により、住民票の記載事項として、後期高齢者医療の被保

険者については、後期高齢者医療の被保険者の資格を取得し、又は喪失した年月

日を定めたこと。

これに伴い、市町村長は後期高齢者医療の被保険者の資格の取得又は喪失に関

する事実を確認した場合等は職権で住民票の記載等をしなければならないこと、

転出証明書に後期高齢者医療の被保険者である旨を記載しなければならないこと

等を定めたほか、後期高齢者医療の被保険者は住民異動に係る届出をするときに

届出書面に後期高齢者医療の被保険者である旨等を付記するものとすること、こ

れらの届出をする場合には被保険者証等を添えてしなければならないこと等を定

めたこと。

第３ 健康増進法施行規則の一部改正（改正省令第２８条関係）

改正法の一部の施行により、これまで老人保健法に基づき市町村が実施してき

た老人保健事業が健康増進法（平成１４年法律第１０３号）に基づく健康増進事

業として位置付けられることに伴い、同法第１７条第１項に規定する業務に係る

事業以外の事業であって市区町村が実施に努めるものとして、歯周疾患検診等を

を定めたこと （健康増進法施行規則（平成１５年厚生労働省令第８６号）第４。

条の２関係 「健康増進法施行規則の一部改正について （平成２０年３月３１日。 」

健発第0331062号）を参照のこと ）。

第４ その他関係政省令の一部改正

改正法の一部の施行により、新たに後期高齢者医療制度が創設されること等に

伴い、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）等の関係政令及び社会保険

診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規程（昭

和２３年厚生省令第５６号）等の関係省令について所要の改正を行ったこと。

第三 施行期日

改正令、改正省令及び関係告示は、平成２０年４月１日から施行すること （改正。

令附則第１条及び改正省令附則第１条等関係）


